
















































































































措置解除養護相談総数 家庭復帰 社会的自立 その他
児童虐待 児童虐待以外 児童虐待 児童虐待以外 児童虐待 児童虐待以外 児童虐待 児童虐待以外
3661 5249 1812 2701 556 1001 1293 1547
措置解除非行相談総数 家庭復帰 社会的自立 その他




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































20）児童福祉法第 6 条の 3 第 1 項に定められた児童
自立生活援助事業を行う場を指す。厚生労働省「社
会的養護の課題と将来像の実現に向けて」（201年

















学省学校基本調査（2014年 5 月 1 日現在）による
81研　究　紀　要　第 35 巻
と高校卒業生（現役）の53.9％が大学・短期大学
へ進学。専門学校には17％となっている。（2014年
12月19日公表）
28）閣議決定2014年 8 月29日
29）厚生労働省（2012年）子どもの貧困率16.3％。
（2010年 OECD加盟34か国中25位）
30）子どもの貧困対策に関する大綱（2014年）p13，
ｐ16
31）厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「身元
保証人確保対策事業の実施について」（2007年 4 月
23日雇児発第0423005号）
＜参考文献＞
⑴　伊東嘉余子（2012年）「児童養護施設退所者のア
フターケアに関する一考察─18歳で措置解除とな
るケースに焦点をあてて─」埼玉大学紀要　教育
学部61⑴　pp149－155
⑵　認定NPO法人ブリッジフォースマイル調査チー
ム（2013年）「全国児童養護施設調査2012社会的自
立に向けた支援に関する調査」
⑶　認定NPO法人ブリッジフォースマイル調査チー
ム（2014年）「全国児童養護施設調査2014社会的自
立に向けた支援に関する調査」
　本学では，児童養護施設出身者に対する支援とし
て1980（Ｓ55）年に入学金，学費を免除する「給費生」
制度が導入された。その発端は，児童養護施設への
実習で学生が入所児童の「保母さんになりたい」と
の夢を聞いたことから学生と教職員が始めた募金活
動であった。その後1994（H 6 ）年に，「自立援助奨
学金制度」として整備され，さらに，2007（H19）
年には，本学法人として規程の整備が行われ「山梨
学院短期大学長期的自立支援に関する規程」として
現在に至っている。同規程では，在学生に経済的支援，
就学支援，就職支援，心理的支援，生活支援を行う
こととしており，卒業後も30歳になるまで支援が継
続が可能となっている。現在も本制度が県内外の施
設に有効に活用されている。
